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2019年 8月 7日 

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 

 

「社会的課題・ＳＤＧｓに関する意識調査」 

～さらなる浸透に向けて、企業に求められるものとは～ 

 

損害保険ジャパン日本興亜株式会社（取締役社長：西澤 敬二、以下「損保ジャパン日本興亜」）

は、「社会的課題・ＳＤＧｓに関する意識調査」を実施しましたので、その結果を公表します。 

 

１．調査実施の背景 

貧困問題、大規模な自然災害の発生・増加、テロやサイバー攻撃などの新たなリスクの増大 

などさまざまな社会的課題があるなか、2015 年 9 月に国連サミットで「持続可能な開発目標※

（Sustainable Development Goals：以下「ＳＤＧｓ」）」が全会一致で採択されました。これを

受け、日本国内では政府・企業・NPO などの各種団体をはじめ、多くのセクターがその達成に   

向け取り組んでいます。 

ＳＤＧｓ達成には、企業に求められる役割・期待が大きく、企業経営層におけるＳＤＧｓの  

認知度は徐々に向上しており、今後、本業を通じた取組みの加速が期待されています。 

このようななか、企業の社員や一般消費者が、ＳＤＧｓについてどの程度認識しているのかを 

確認するため、本調査を実施しました。 

 本調査は 2018 年 3 月に一度実施しており、今回はその時点からの企業の社員や一般消費者の

意識の変化を調査する目的で実施しました。 

 

※「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」とは、2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030     

アジェンダ」で記載された 2016年から 2030 年までの国際目標です。持続可能な世界を実現するための 17のゴール・169の   

ターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓っています。ＳＤＧｓは、

発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）な目標です。 

 

２．調査概要 

（１）調査期間：2019年 7月 18日～7月 26日 

（２）調査方法：インターネットアンケート調査 

（３）調査対象：全国在住の 20歳以上の男女 

（４）回答数  ：1,074人 

  20歳～29歳 30歳～39歳 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳以上 

男性 112人 111人 97人 111人 109人 

女性 112人 105人 95人 111人 111人 

合計 224人 216人 192人 222人 220人 
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３．調査結果のポイント 

■「ＳＤＧｓ」という言葉を約 70%が「知らない」と回答し、一層の認知度向上が必要である 

ことがわかりました。(Q1） 

■「ＳＤＧｓの達成」や「社会的課題」を意識し、行動している人は 25.4%にとどまりました。

具体的な行動は、「エコバックの使用」や「日用品の詰め替えを使用する」「プラスチック容器を

リサイクルに出す」など、日常の生活の中で取り組めるものが多く見られました。(Q4,Q5） 

■一方で、海洋プラスチック問題を認識している人は 85%超となり、約 70%が深刻な問題と 

とらえていることがわかりました。(Q6,Q7） 

■「ＳＤＧｓの達成」や「社会的課題」の解決に向けて企業に期待する役割は「社会的課題の 

解決に資する商品・サービスの開発・提供」が前回の 25.7%から 39.6%と大幅に上昇し、本業を

通じた具体的な貢献が期待されていることがわかりました。(Q8） 

■社会的課題の解決に取り組む企業の製品・サービスを購入したいと考える一般消費者は 60％

を超えました。(Q9） 

■日本でＳＤＧｓの取組みを推進していくうえで必要だと思うことは、「国民の当事者意識の 

醸成」が最も多く、認知度向上による意識の醸成が必要であることがわかりました。(Q11） 

 

 

４．調査結果 

Q1．「ＳＤＧｓ」という言葉を知っていますか？（回答者数：1,074人） 

「よく知っている（11.8％）」「まあまあ知っている（19.4％）」と回答した人は、前回から 5.3

ポイント高まり 31.2％になりましたが、約 70%の人が「知らない」という結果になりました。 

11.8%

19.4%

68.8%

よく知っている（17の目標があること

など知っている）

まあまあ知っている（ＳＤＧｓという単

語は聞いたことがある程度）

知らない
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Q2．国内の「社会的課題」と聞いて連想するものは何ですか？ 

（回答者数：1,074人、複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q3．海外の「社会的課題」と聞いて連想するものは何ですか？ 

（回答者数：1,074人、複数回答可） 

海外の社会的課題は、前回同様に「貧困問題（60.7%）」「戦争・紛争・テロ（59.5%）」が高く、

日本国内における関心事と異なることがわかりました。一方、「気候変動・異常気象」は 44.2%

と、日本国内と同様の傾向が確認されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本国内における社会的課題は、「福祉・介護、高齢化社会」が 66.8%と圧倒的に高い結果と 

なりました。2 番目は、前回の「貧困問題」から「気候変動・異常気象（43.4%）」に代わり、 

昨今の台風・集中豪雨等に対する関心が高いことが確認されました。「気候変動・ 

異常気象」は前回と比べて 4.8ポイント増え、国内における重要な課題と認識している人が多く

いることがわかりました。 

40.8%
23.6%

66.8%
28.7%

23.4%
14.5%

35.8%
42.3%

16.3%
14.8%

26.6%
24.1%

43.4%
22.1%

16.6%
25.5%

2.0%
8.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

貧困問題

食料問題（飢餓・食料の安定確保）

福祉・介護、高齢化社会

教育問題（教育格差等）

ジェンダー平等（女性活躍の促進）

安全な水と衛生の確保

エネルギー資源（枯渇・再生可能エネルギーの活用）

雇用問題（長時間労働等）・経済成長

インフラ整備・刷新

国内および国家間の不平等問題

都市の一極集中と地域活性化

大量生産・大量廃棄

気候変動・異常気象

海洋生態系および海洋の保護

陸上生態系および森林の保護

戦争・紛争・テロ（平和に向けた課題）

上記以外の社会的課題

何も連想しない

60.7%
47.7%

13.5%
19.3%
17.7%

34.3%
29.0%

12.9%
17.6%
21.8%

7.2%
14.3%

44.2%
32.2%

24.5%
59.5%

0.7%
9.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

貧困問題

食料問題（飢餓・食料の安定確保）

福祉・介護、高齢化社会

教育問題（教育格差等）

ジェンダー平等（女性活躍の促進）

安全な水と衛生の確保

エネルギー資源（枯渇・再生可能エネルギーの活用）

雇用問題（長時間労働等）・経済成長

インフラ整備・刷新

国内および国家間の不平等問題

都市の一極集中と地域活性化

大量生産・大量廃棄

気候変動・異常気象

海洋生態系および海洋の保護

陸上生態系および森林の保護

戦争・紛争・テロ（平和に向けた課題）

上記以外の社会的課題

何も連想しない
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Q4．日常生活において、「ＳＤＧｓの達成」や「社会的課題」を意識し、何らかの行動を      

起こしていますか？（回答者数：999人） 

「意識し、行動している（7.2%）」「何かのきっかけで意識したときに行動することがある(18.2%)」

と、何らかの行動をしている人は 25.4%と前回（25.1%）同様の水準にとどまり、具体的な行動

に移せていない人は 70％超となりました。 

 

Q5．Q4の質問で、「行動している」と回答した方に質問します。具体的にどのような行動をして 

いますか？（回答者数：254人） 

「エコバックの使用」や「日用品の詰め替えを使用する」「プラスチック容器をリサイクルに 

出す」など、日常の生活の中で取り入れられる行動が多く見られました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.9%

35.4%

68.1%

61.0%

36.6%

33.5%

43.3%

20.9%

11.0%

21.3%

5.9%

0.4%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ペットボトル製品を購入しない

マイボトル・マイストロー・マイ箸などを持ち歩く

スーパーなどで買い物をする際、エコバックを使用する（ポリ袋はもらわない）

洗剤やシャンプーなど、プラスチック製品の日用品は詰め替え用を購入する、
牛乳パックや肉などが入っていたプラスチック容器をリサイクルに出すなど

カレンダーや広告のチラシをメモとして再利用する、極力紙でプリントアウトしないなど

お風呂の水を洗濯用水に再利用する

エアコンの設定温度を夏は高めにする（冬は低めにする）、電気をこまめに消すなど

ボランティア活動に参加する、募金を行う、など

ＳＤＧｓに関連するセミナーやシンポジウムに参加する、など

ダイバーシティ・多様性について学ぶ、意識する、差別をしない、など

個人で投資を行う際、ＥＳＧを考慮して投資を行う、など

その他

答えたくない
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57.2%28.3%

14.4%

0.1%

知っている

聞いたことはあるが、詳しくは知ら

ない

知らない聞いたことがない

その他

Q6．海洋プラスチック問題を知っていますか？（回答者数：1,074人） 

「知っている」と回答した人が 57.2%となり、多数の報道等による影響がうかがえました。 

「聞いたことはあるが、詳しくは知らない（28.3%）」を加えると、認識をしている人は 85%超と

なりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q7．「Q7 ｢海洋プラスチック問題｣と聞いて、どの程度深刻な問題だと感じますか？ 

（回答者数：1,074人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約 70%の方が海洋プラスチック問題を「地球規模での深刻な問題だと思う」と感じていることが

わかりました。「日本にはあまり関係ない問題だと思う」「そこまで深刻な問題だとは思わない」

と考える人は約 10%であり、関心の高さがうかがえました。 

67.7%

13.4%

7.3%

2.9%
8.8%

地球規模での深刻な問題だと思う

主に先進国固有の問題だと思う

主に途上国固有の問題だと思う

日本にはあまり関係ない問題だと

思う

そこまで深刻な問題だとは思わな

い
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22.4%

40.7%

19.5%

4.5%

2.7%
10.1%

そう思う

一定程度、影響すると思う

どちらでもない

あまり思わない

全く思わない

わからない

Q8．企業が「ＳＤＧｓの達成」や「社会的課題」の解決に向けて果たすべき役割で、最も期待す 

るものは次のうちどれですか？（回答者数：999人） 

「社会的課題の解決に資する商品・サービスの開発・提供」が前回の 25.7%から 39.6%と大幅に

上昇しました。次いで「人材や知識の提供（14.0%）」「社会貢献活動の拡充（12.8%）」となり 

ました。企業の本業を通じた、社会的課題解決への貢献が期待されていることがわかりました。 

 

Q9 ．｢ＳＤＧｓの達成｣や、｢社会的課題｣の解決に取り組んでいる企業の商品・サービスを使用・

購入したいと思いますか？（回答者数：999人） 

「そう思う（使用・購入したい）（22.4％）」「一定程度、影響すると思う（40.7％）」と 

答えた人が前回の 53.8%から 63.1%に上昇し、企業の「ＳＤＧｓの達成」や「社会的課題解決」

への取組みが、徐々に商品・サービスの選別に影響を与えていることがわかりました。 
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39.4%

43.0%

38.1%

24.9%

30.9%

13.8%

27.5%

8.9%

0.5%

13.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ＣＭ等の広告活用によるＳＤＧｓの認知度向上

国民の当事者意識の醸成

具体的な取組み事例の紹介

政府主導のリーダーシップ

あらゆるセクター（行政・企業・市民団体・国民など）の協働

デジタル、テクノロジーの更なる進化

学校教育への更なる浸透

ＥＳＧ投資の更なる拡大

その他

わからない

Q10． ｢ＳＤＧｓの達成｣や、｢社会的課題｣に取り組んでいる企業と判断するのはどのような点 

ですか？（回答者数：999人） 

「企業ホームページや広告などで取組みが開示・公表されている」が 49.0%、「社会貢献活動を

数多く行っている」が 35.8%と、企業活動における社会貢献活動をホームページなどで消費者に

わかりやすく伝えることが重要とわかりました。 

 

 

Q11． 日本でＳＤＧｓの取組みをさらに推進していくうえで、必要だと思うことは何ですか？ 

（回答者数：999人） 

「国民の当事者意識の醸成」が 43.0%、「ＣＭ等の広告活用によるＳＤＧｓの認知度向上」が

39.4%、「具体的な取組み事例の紹介」が 38.1%と、ＳＤＧｓの取組みへの認知度を高め、自分た

ちで対応できる事例を認識していくことが重要と考えていることがわかりました。 
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５．識者コメント 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社 

コーポレート・リスクコンサルティング部 ＥＳＧグループ 

グループリーダー 米倉 寛人 

 

社会全般のＳＤＧｓの認知度はまだ十分には高いとは言えないアンケート結果となっていま

す。一方で、公共交通機関や街中で、ＳＤＧｓバッジを胸に付けて歩くビジネスパーソンも度々

見かけるようになりました。さまざまな業種の民間企業や地方自治体、組織を挙げてＳＤＧｓの

取組みを進める動きがあるため、ＳＤＧｓの研修等を受けた会社員が、家に帰ってその話題を 

家族でも会話するなどして、さらにＳＤＧｓの認知度は高まっていくのではないかと推察されま

す。 

企業等は、既存の事業内容等をＳＤＧｓの１７の目標に結びつけてホームページ等で公表した

り、ＳＤＧｓに対する取組みを中期経営計画に盛り込む例が見受けられます。１７の目標と既存

事業との結びつけに留まることなく、社会的課題に対するニーズを捉えて、新たなビジネス 

チャンスを創出しつつ社会的課題を解決に導くことがＳＤＧｓの取組みとして求められている 

ため、この次のステップの取組みが増えていくことが期待されます。また、企業、一般消費者 

ともに、ＳＤＧｓへの貢献へ向けた取組みや商品・サービスが、実際に環境・社会課題を「どれ 

くらい解決したか」、その効果にも注目することが重要です。 

本アンケート結果は、社会的課題に対するステークホルダーのニーズを表す情報のひとつと 

して、自組織の事業や方針と照らし合わせてＳＤＧｓに対する取組みを検討する際の情報として

活用できるものと思います。一般消費者としては、自分に関わり合いのある企業や自治体が、 

表面的な取組みではなく、事業内容に則した、または新たなチャレンジとして社会的課題の解決

に資する活動を行っていることを意識して見ていくことが重要と考えます。 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 


